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備
考

評
価

28
年
度

Ａ

課題
　新規締結数増加のため、新たな取り組みが必要である。
　登録事業所数の増加に伴い、事業所ごとの防災意識・技術等の差異が課題
となっている。

改善策

・登録数の増加を図るため、年度当初に年度内に登録件数を１，０００件と
する目標を立て、各署の人口規模に応じて個別の登録目標数を設定した。
・加入事業所によって防災意識に差異があり防災力の向上が必要であったた
め、改正後の堺市消防協力事業所研修要領に基づき、定期的に研修会及び訓
練を実施する。
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及び実績
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・今年度内に登録事業所数を１０００件とする目標を達成。平成２９年３月３１日現在１０６２件。
・既加入協力事業所の防災力を高めるため、平成２７年度に改正した堺市消防協力事業所研修訓練要領に基
づき、西、南及び高石消防署において消防協力事業所リーダー研修会を実施。
・刷新した公募ポスター及び公募チラシを出初式、その他式典等において配布。
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当初予定

26年度 27年度 28年度 29年度

進捗状況

(実績・見込)

26年度 27年度 28年度

2-18 消防協力事業所の拡大

実
施
内
容

大規模特殊災害発生時に備え、企業・事業所の組織力を活かし、各事業所がボランティアとして活動
できる体制を構築し、地域防災力を強化していくために、毎年度６０事業所の新規登録を目指す。
対象が事業所ということもあり、これまで公募を行う機会が少なかったため、４か年を含めた今後の
取組内容については、関係機関（部局）と連携、調整を図りながら、公募機会を増やし、積極的に登
録の推進に取り組む。
１事業所でも多く消防協力事業所が増えることにより、地域防災力の向上と災害に強いまちづくりの
推進に繋がることに加え、組織力を持った事業所が研修・訓練を通じて防災に関する知識や災害発生
初動期における対応策を身に付けておくことにより、市民の暮らしに安全・安心を与えることができ
る。

目
標

新規登録事業所　毎年度６０事業所
平成２５年４月現在６４７事業所、最終目標約２，０００事業所

（平成２７年度追記）
訓練・研修会の定期開催

消防 局 警防 部 警防 課

登録事業所に対する研修及び訓練の実施 

事業所新規登録の推進 

公共施設や駅構内等の施設での 
横断幕貼付、チラシの配架 

● 
外部講師による協力事業所研修会の実施 

堺市消防協力事業所登録制
度要綱及び事務処理要領の
改正 

● 

事業所新規登録の推進 

公共施設や駅構内等の施設又は式典
等での横断幕貼付、チラシの配架 

堺市消防協力事業所研修訓練要領改正 

外部講師による協力事業所研修会の実施 

● 
堺市消防協力事業所登録制
度要綱及び事務処理要領の
改正 ● 

● 

公募ポスター・チラシの刷新 
● 

登録事業所に対する研修及び訓練の実施 

○ 
堺市消防協力事業所登録制
度要綱及び要領の改正 


